
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 2年度当初予算令和02 通常 令和02 03 19
0404020110 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

02 「食」がリードする秋田の活性化と誘客の推進あきた食品産業活性化対策事業
秋田の「食」の柱となるオリジナルな商品の開発とブランディング01

観光文化スポー 秋田うまいもの販売課 まるごと売込み班 2259 大友義一 佐藤一至

令和02 令和04

　県内の食品製造事業所数は367（H29）で、その85％は従業員数が30人未満の小規模構造であり、そ ①あきた食品産業活性化モデル育成事業：食品産業を牽引するモデル事業者の育成（地域経済循環創
の出荷額も全国44位（1,401億円・H29）と低位で、事業者の規模拡大が課題となっている。一方、ラ 造事業交付金を活用）。��②マーケットニーズ対応型商材販路開拓事業：中食・外食業態の企業マッ
イフスタイルの変化により、ニーズが高まっている中食（弁当・惣菜）や外食等への販路開拓にチャ チングや商材改良により、県の食品産業を活性化させる。
レンジする事業者の育成が急務となっている。県などが開発したオリジナル技術を活用した商品や販
売額は大きく伸びており、本県の強みとなっている。

● ○

秋田県

あきた食品振興プラザ会員、中食・外食業態への販路にチャレンジする県内食品事業者

■ □ R01 12

①新技術や新分野の商品を有し、施設整備や設備導入のハード支援を活用することで経営規模の拡大
□ □ ■ ■ を図る県内食品事業者を公募する。選定したモデル事業者の経営計画等の実現を図るため、県や市町

□ 村、金融機関がメンバーとなる支援チームを設置し、フォローアップを展開する。��②中食・外食業
態への販路開拓を目的に、業務用商材の商品改良に取り組む事業者のマッチングを支援する。

　地銀を通じ、中食・外食向けの業務用商材の販路開拓に関心のある県内事業者からヒアリングを行
った結果、今までは小売用商品が中心だったが、業務用商材の商品改良に対する事業者ニーズが確認

①大口ロットや衛生管理基準に対応できない事業者を施設整備によりハード支援する。既存事業で施設整備に対応した唯一できた。今後は、新技術や新分野の商品を有し、業務用販路等に向け施設整備（補助金ハード支援）
の補助事業（地域循環創造事業交付金の活用）であり、市町村や金融機関との連携により、有効性を高められる。②中食・に関心のある県内食品事業者を公募する。
外食販路に精通した企画会社に委託する。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

あきた食品産業活性化モデル育成事業 新たな技術を導入したり、新分野に取り組む計画に対し、ハード支援を行う（１事業者/
01 年、３ヵ年実施）      25,600      25,600           0           0     25,600           0        76,800

マーケットニーズ対応型商材販路開拓事業 ニーズの高まる中食・外食分野で地方食材を求める企業と、意欲的な県内事業者とのマッ
02

チングや商材改良により、商流を構築する。       3,933       7,123           0      7,123           0           0        14,723

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

       91,523     29,533      32,723           0           0          0     32,723

地域経済循環創造事業交付金        80,334          0           0     12,500      12,500      12,500           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0          0           0           0           0          0          0

     20,223      20,223           0           0           0        11,189     17,033



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

①本県の食品産業を牽引するモデル事業体が育成される。②中食・外食業態への業務用商

材の販路が構築される。

モデル事業体の新分野への販路実績

○販売額（千円）

●

30 0 1 02 03 0 4 0 5 0 6
    24,800    56,000   100,395                           100395                    

                    

                    事業者からの報告

                    

● ○ ○0 3

○
●

0 33 0 0 1 0 2 0 4 0 5 0 6
                                                                                   

                    

                    

                    

○ ○ ○

①市場ニーズのある新技術や新分野への商品を有しているにも関わらず、大口ロットや衛
生基準を満たせないため、経営規模拡大のネックとなっている事業者を施設整備によるハ
ード支援を行い、経営規模の拡大モデルとして育成する②市場ニーズが高まっている中食
・外食への販路を支援し、県内事業者の新たな業務用商材の市場に取り組む契機とする

①経営規模の拡大を後押しするハード支援事業とし、公募により事業効果の期待される事
業者を選定する。��②中食・外食業態への販路開拓にチャレンジする食品事業者をリサー
チし、マッチングすることで成約率を高める。

□□ □
■

　新分野や新たな業態への販路開拓には、施設整備の導入や包材の変更等、リスクも高く
、事業者が容易に踏み出せない事情があるため、行政の支援により軌道にのせ、県内食品
事業者のモデルとして県内食品事業者を牽引してもらう。

○ ○


